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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第102期
第３四半期
連結累計期間

第103期
第３四半期
連結累計期間

第102期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (百万円) 18,939 17,894 26,856

経常損失(△) (百万円) △844 △494 △243

四半期純損失(△)
又は当期純利益

(百万円) △1,148 △431 3,597

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,342 △549 3,415

純資産額 (百万円) 12,803 16,760 17,561

総資産額 (百万円) 28,321 25,899 27,841

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は当期純利益金額

(円) △11.42 △4.28 35.79

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.7 64.2 62.6

　

回次
第102期
第３四半期
連結会計期間

第103期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △4.33 △2.79

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．第102期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しています。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第102期第３四半期連結累計期間、第103期第

３四半期連結累計期間におきましては１株当たり四半期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しな

いため、第102期におきましては潜在株式が存在しないため、記載していません。

５．岩通アメリカ㈱は、解散の決議を行い営業活動を停止したことにより重要性が乏しくなったため、第１四半期

連結会計期間より連結の範囲から除外しています。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績、財政状況等に影響を及ぼす可能性のある

主たるリスク要因に重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

す。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)におけるわが国経済は、東

日本大震災及び原発事故の影響を受けた経済活動は緩やかな回復基調が見られましたものの、円相場の

高止まり、タイの洪水によるサプライチェーンへの影響、欧州の債務危機を中心とする世界経済の減速基

調等、依然として先行きの不透明な状況が続いています。

このような企業環境の中、当社グループでは、平成22年９月に策定しました平成25年３月期を最終年度

とする中期経営計画「Challenge ＆ Innovation 2012」の基本方針に沿って、「挑戦」と「改革」によ

る成長戦略に鋭意取り組んでいます。

当第３四半期連結累計期間の売上高は、第２四半期に引き続き、主力の情報通信分野において、震災か

らの復興需要や流通在庫積み増し需要の影響もあり一部商品は売上が増加しましたが、北米販売子会社

を前年度末に事業譲渡したことや特定顧客向け計測システムの納入が前年度で終了したことの影響によ

り、全体では178億９千４百万円で前年同期比5.5％の減収となりました。利益面につきましては、売上高

は減少しましたが、原価率の改善と販管費の削減等により、営業損失５億９千７百万円(前年同期９億６

千７百万円の損失)、経常損失４億９千４百万円(前年同期８億４千４百万円の損失)、四半期純損失４億

３千１百万円(前年同期11億４千８百万円の損失)とそれぞれ改善しました。

　
セグメント別事業の概況は次のとおりであります。

［情報通信事業］

情報通信事業の売上高は105億１千６百万円で前年同期比7.1％の増収となり、セグメント損益(営業

損益)は６億３千９百万円の利益(前年同期３億７千３百万円の損失)となりました。主力の中小事業所

向けビジネスホンは、流通在庫積み増し需要および新商品投入や新ルート開拓の効果もあり、売上高は

大幅な増収となり、また、利益面でも黒字に転換しました。

［ＩＴＮＳ(ＩＴネットワークソリューション)事業］

ＩＴＮＳ事業の売上高は17億７千４百万円で前年同期比5.7％の増収となり、セグメント損益(営業

損益)は３千７百万円の利益(前年同期２千万円の損失)となりました。コールセンタ構築支援及びネッ

トワーク関連は、大型案件は減少しましたが確実な受注の確保等により、売上高は増収となり、利益面

でも黒字に転換しました。

［計測事業］

計測事業の売上高は13億８千万円で前年同期比46.6％の減収となり、セグメント損益(営業損益)は

２億２百万円の損失(前年同期４千４百万円の利益)となりました。カーブトレーサ等のパワーエレク

トロニクス関連製品の売上は若干増加しましたが、前年度で特定顧客向け計測システムの大型案件が

終了したことと基本測定器の売上減により、売上高は大幅に減少し、利益面では利益から損失に悪化し

ました。
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［製版事業］

製版事業の売上高は30億７千４百万円で前年同期比13.0％の減収となり、セグメント損益(営業損

益)は２億２千４百万円の利益(前年同期５億１千２百万円の利益)となりました。海外向けは円高影響

により機器・消耗品ともに減少し、また国内向けも市況低迷とユーザーの在庫調整の影響を受け、売上

高は減少しました。

［その他］

その他は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンポーネント事業等を含んでおり

ます。その売上高は11億４千７百万円で前年同期比13.2％の減収であり、また、新規分野への開発投資

が本格化したため、セグメント損益(営業損益)は３億１千８百万円の損失(前年同期２億３千３百万円

の損失)となりました。

　
(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は16億５千８百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 100,803,447100,803,447
東京証券取引所
(市場第一部)

株主としての権利内容に制限
のない標準となる株式
単元株式数は1,000株

計 100,803,447100,803,447― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年12月31日 ― 100,803,447― 6,025 ― 6,942

　
(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、該当事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしています。

① 【発行済株式】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 468,000 ― 単元株式数は1,000株

完全議決権株式(その他) 普通株式 99,710,000 99,710 同上

単元未満株式 普通株式 625,447 ― ―

発行済株式総数 100,803,447― ―

総株主の議決権 ― 99,710 ―

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」欄の普通株式には、自己保有株式292,000株、相互保有株式176,000株が含ま

れています。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含ま

れています。

３．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式600株が含まれています。
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② 【自己株式等】

　平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

岩崎通信機株式会社 杉並区久我山１－７－41 292,000 ― 292,000 0.29

(相互保有株式) 　 　 　 　 　

株式会社岩通サービスセン
ター

大阪市都島区中野町
４－19－３

― 71,000 71,000 0.07

アイテレコムサービス
株式会社

広島市西区己斐本町
３－11－６

20,000 11,000 31,000 0.03

岩通東北株式会社 郡山市並木１－１－31 ― 15,000 15,000 0.01

岩通中部システム株式会社 岐阜市北一色３－12－６ ― 9,000 9,000 0.01

株式会社アイネット東海 豊橋市往完町字郷社東107 ― 7,000 7,000 0.01

岩通アイネット株式会社 大阪市西区新町１－17－５ ― 20,000 20,000 0.02

岩通新潟株式会社 新潟市中央区鐙２－２－５ ― 20,000 20,000 0.02

株式会社平和テクノシステ
ム

沼津市北園町３－８ 3,000 ― 3,000 0.00

計 ― 315,000153,000468,000 0.46

(注) １．株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式の中に含まれていま

す。

２．他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における共有持分数 岩通販売店持株会 杉並区久我山１－７－41

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成23年10月１日

から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年12月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,790 8,835

受取手形及び売掛金 6,045 4,349

有価証券 998 1,999

商品及び製品 1,344 1,453

仕掛品 576 873

原材料及び貯蔵品 1,445 1,771

その他 722 287

貸倒引当金 △92 △71

流動資産合計 20,831 19,497

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,008 1,907

その他（純額） 1,859 1,686

有形固定資産合計 3,867 3,593

無形固定資産

のれん 186 145

ソフトウエア 876 840

その他 61 56

無形固定資産合計 1,124 1,043

投資その他の資産

投資有価証券 1,425 1,240

その他 769 719

貸倒引当金 △177 △195

投資その他の資産合計 2,017 1,764

固定資産合計 7,010 6,402

資産合計 27,841 25,899

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,841 1,689

短期借入金 160 93

未払法人税等 137 30

賞与引当金 662 339

役員賞与引当金 34 8

製品保証引当金 224 269

その他 1,768 1,498

流動負債合計 4,828 3,929

固定負債

長期借入金 84 70
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

繰延税金負債 1,289 1,179

退職給付引当金 3,180 3,188

その他 897 771

固定負債合計 5,450 5,209

負債合計 10,279 9,139

純資産の部

株主資本

資本金 6,025 6,025

資本剰余金 6,942 6,942

利益剰余金 5,199 4,240

自己株式 △48 △48

株主資本合計 18,118 17,158

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △34 △106

為替換算調整勘定 △648 △413

その他の包括利益累計額合計 △683 △519

少数株主持分 126 121

純資産合計 17,561 16,760

負債純資産合計 27,841 25,899
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 18,939 17,894

売上原価 11,634 10,677

売上総利益 7,305 7,216

販売費及び一般管理費 8,272 7,814

営業損失（△） △967 △597

営業外収益

受取利息 4 10

受取配当金 25 27

持分法による投資利益 44 33

その他 112 107

営業外収益合計 186 178

営業外費用

支払利息 9 6

貸倒引当金繰入額 － 21

不動産賃貸費用 21 25

為替差損 12 －

その他 19 22

営業外費用合計 63 76

経常損失（△） △844 △494

特別利益

貸倒引当金戻入額 35 －

受取和解金 41 －

退職給付制度終了益 － 122

その他 0 －

特別利益合計 77 122

特別損失

固定資産除却損 205 －

投資有価証券売却損 － 3

災害による損失 － 57

特別退職金 － 25

その他 108 －

特別損失合計 313 86

税金等調整前四半期純損失（△） △1,080 △458

法人税、住民税及び事業税 68 54

法人税等調整額 4 △77

法人税等合計 72 △23

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,153 △435

少数株主損失（△） △5 △4

四半期純損失（△） △1,148 △431
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △1,153 △435

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △62 △71

為替換算調整勘定 △126 △42

その他の包括利益合計 △189 △113

四半期包括利益 △1,342 △549

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,337 △545

少数株主に係る四半期包括利益 △5 △4
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【継続企業の前提に関する事項】

　
該当事項はありません。

　
　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

岩通アメリカ㈱は、解散の決議を行い営業活動を停止したことにより重要性が乏しくなったため、第１四半

期連結会計期間より連結の範囲から除外しています。

　

　

【会計方針の変更等】

　
該当事項はありません。

　

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

(1) 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しています。

 
(2) 平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正す

る法律」(平成23年法律第114号)及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の

確保に関する特別措置法」(平成23年法律117号)が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人

税率が変更されることになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効

税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

平成24年３月31日まで  41.00%

平成24年４月１日から平成27年３月31日  38.01%

平成27年４月１日以降  35.64%

この税率の変更により繰延税金負債の純額が89百万円減少し、法人税等調整額が83百万円減少しています。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成23年12月31日)

  １  受取手形割引高 1百万円   １            ─────────

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとおり

です。
　

　
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

減価償却費 1,201百万円 821百万円

のれんの償却額 35百万円 40百万円

　

　

(株主資本等関係)

　

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 251 2.50平成23年３月31日 平成23年６月30日

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント その他

(注１)
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額(注３)情報通信 ＩＴＮＳ 計測 製版

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,8181,6772,5843,5361,322 ― 18,939

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 9,8181,6772,5843,5361,322 ― 18,939

セグメント利益又はセグメン
ト損失(△)

△373 △20 44 512 △233 △896 △967

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンポーネント事業等を含んで

います。

２．セグメント損益の調整額△896百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△896百万円が含

まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っています。

　

当第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント その他

(注１)
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額(注３)情報通信 ＩＴＮＳ 計測 製版

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 10,5161,7741,3803,0741,147 ― 17,894

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 10,5161,7741,3803,0741,147 ― 17,894

セグメント利益又はセグメン
ト損失(△)

639 37 △202 224 △318 △978 △597

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンポーネント事業等を含んで

います。

２．セグメント損益の調整額△978百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△978百万円が含

まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

３．セグメント損益は、四半期連結損益計算書の営業損益と調整を行っています。
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(企業結合等関係)

　
該当事項はありません。

　

　

(１株当たり情報)

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 11円42銭 4円28銭

 (算定上の基礎) 　 　

  四半期純損失(百万円) 1,148 431

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,148 431

  普通株式の期中平均株式数(株) 100,515,366 100,505,031

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため、記載していません。

　

　

(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月14日

岩崎通信機株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士      山  本  哲  也    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士      古  山  和  則    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士      高  野  浩一郎    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている岩崎

通信機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半

期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、岩崎通信機株式会社及び連結子会社の平成23

年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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